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１ 児童・障害者・高齢者の福祉手当助成関係 

名     称 関 係 法 令 対    象    者 説                      明 

子ども医療費支給 
子ども医療費支給に

関する条例 

通院 ： 中学校 3 学年修了の 3月 31 日まで 

入院 ： 中学校 3 学年修了の 3月 31 日まで 

医療保険制度の適用される医療費の一部負担金から高額療養費、附加給付金及び他法負担分を除いて支給 

所得制限なし 

県 1／2 補助（小学校就学前児童分のみ）※県制度の、支給対象は小学校就学前児童 

ひとり親家庭等医療

費支給 

ひとり親家庭等の医

療費の支給に関する

条例 

母子・父子家庭等の１８歳に達した日の属する 

年度末までの児童と、その母又は父等 

医療保険制度の適用される医療費の一部負担金から高額療養費、附加給付金及び他法負担分を除いて支給 

所得制限あり 

県 1／2 補助 

児童手当 
児童手当法の一部を

改正する法律 

15 歳の到達後最初の 3 月 31 日までの間にある子ども（中

学校修了前の子ども）を養育している生計の主体者 

支給額 

0～3 歳未満 一律 15,000 円 

3 歳～小学校修了まで 
第 1 子、第 2 子 10,000 円 

第 3 子以降 15,000 円 

中学生 一律 10,000 円 

①所得制限限度額以上 

②所得上限限度額以内 
一律 5,000 円 

②所得上限限度額以上 一律 支給なし 

            ※所得上限限度額は令和４年６月分から適用 

所得制限 

 ①所得制限限度額 ②所得上限限度額 

扶養親族

等の数 
所得額 収入額の目安 所得額 収入額の目安 

0 人 6,220,000 円 8,333,000 円 8,580,000 円 10,710,000 円 

1 人 6,600,000 円 8,756,000 円 8,960,000 円 11,240,000 円 

2 人 6,980,000 円 9,178,000 円 9,340,000 円 11,620,000 円 

3 人 7,360,000 円 9,600,000 円 9,720,000 円 12,000,000 円 

4 人 7,740,000 円 10,020,000 円 10,100,000 円 12,380,000 円 

5 人 8,120,000 円 10,400,000 円 10,480,000 円 12,760,000 円 

費用負担 

国と地方（都道府県・市町村）の負担割合を、2：1 とし、被用者の３歳未満（所得制限額未満）に

ついては７／１５を事業主の負担とする。（公務員分については所属庁の負担とする） 

児童扶養手当 児童扶養手当法 
母子・父子家庭等の１８歳に達した日の属する年度末まで

の児童を養育している母又は父等 

国庫負担金 １／３ 

１人 ４４，１４０円（全部支給）  所得制限あり（一部支給停止、全額支給停止） 

２人 ５４，５６０円（全部支給）  ３人目からは１人につき６，２４０円～３，１３０円を加算 

特別児童扶養手当 特別児童扶養手当法 
２０歳未満の精神又は身体に障害のある児童を家庭にお

いて育てている人 

１級 月額５３，７００円 

２級 月額３５，７６０円  ｏ所得制限あり（全額支給停止）   

心臓病児童手術見舞

金 

心臓病児童手術見舞

金支給要綱 
１８歳未満の児童 心臓病手術による入院に係る自己負担の２分の１を支給   支給限度額１５０，０００円 
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名     称 関 係 法 令 対    象    者 説                      明 

子育て援助活動支援

事業利用料助成 

子育て援助活動支援

事業利用料助成金交

付要綱 

生活保護世帯・市民税非課税世帯 

２人以上の児童のいる世帯（同月に２人以上の児童が利用

した場合のみ） 

ファミリー・サポート・センター及び子育て緊急サポート事業１ヶ月の利用料の半額を助成する。それぞ

れ１万円を限度とする。 

小児慢性特定疾病児童

等助成 

小児慢性特定疾病児

童等助成金支給要綱 

埼玉県小児慢性特定疾病医療受給者証の交付を 

受けている者 
１５，０００円／年度 

特別障害者手当 

障害児福祉手当 

福祉手当 

特別児童扶養手当法 重度の身体障害者又は知的障害者等 

特別障害者手当 ２７，９８０円／月 

障害児福祉手当 １５，２２０円／月   国３／４・市１／４  ｏ所得制限あり 

福祉手当    １５，２２０円／月 

重度心身障害者福祉

手当 

重度心身障害者福祉

手当支給条例 

身体障害者手帳１・２級 

療育手帳    Ⓐ・Ａ・Ｂ 

精神障害者保健福祉手帳１級 

１，７５０円／月  第２条第１号に該当する者 

６，０００円／月  第２条第１号以外に該当する者    ｏ所得制限あり（住民税課税者は支給停止） 

難病者福祉手当 
難病者福祉手当支給

条例 
埼玉県特定疾患等医療受給者証の交付を受けている者 

４，０００円／月 

ｏ所得制限あり（住民税課税者は支給停止） 

重度心身障害者の医

療費の助成 

重度心身障害者の医

療費の助成に関する

条例 

身体障害者手帳 １・２・３級 

療育手帳    Ⓐ・Ａ・Ｂ 

精神障害者保健福祉手帳 １級 

６５歳以上で、後期高齢者医療広域連合の定める障害程度

の状態と認定を受けた者 

医療保険制度の適用される医療費の一部負担金から高額療養費、附加給付金及び他法負担分を除いて助成

する。入院時の食事代は半額助成（２０歳未満は全額助成）する。 

県１／２補助（精神障害者保健福祉手帳１級の方については、精神病床の入院に係る費用は助成対象外） 

ｏ年齢等による資格制限あり ｏ所得制限あり 

意思疎通支援者派遣

事業 

意思疎通支援者派遣

事業実施要綱 
聴覚障害者及び音声・言語機能障害者等 聴覚障害者等のコミュニケーションを支援するため手話通訳者・要約筆記者を派遣する。 

身体障害者等診断書料

交付 

身体障害者等診断書

料交付要綱 

身体障害者手帳取得、精神障害者保健福祉手帳取得、補装

具費の支給、日常生活用具の給付、難聴児補聴器購入費の

助成の申請に必要な診断を受けた者 

診断書料の実費とし、１通につき５，０００円を限度とする。 

補装具費の支給 障害者総合支援法 
身体障害者手帳保持者または難病患者等で、補装具を必要

とする者。ただし、介護保険適用者は介護保険優先 
車いす、補聴器等の費用（それぞれの基準額）を支給する。 

難聴児補聴器購入費

助成 

難聴児補聴器購入費

助成事業実施要綱 

満１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間に

ある児童等で、両耳の聴力レベルが２５デシベル以上で、

聴覚障害に係る身体障害者手帳の交付の対象とならない

者 

別に定める算定基礎額の３分の２の額を補聴器購入費の一部として助成する。 

重度身体障害者居宅

改善整備費助成 

重度身体障害者居宅

改善整備費助成事業

実施要綱 

身体障害者手帳１、２級の者（下肢・体幹障 

害）。ただし、介護保険適用者は対象外 
対象経費の２／３とし、５０万円を限度とする。 
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名     称 関 係 法 令 対    象    者 説                      明 

身体障害者自動車運

転免許証取得費助成 

身体障害者自動車運

転免許取得費助成に

関する要綱 

身体障害者手帳保持者で一定の要件を満たす者 対象経費の２／３とし、 １２０，０００円を限度とする。 

身体障害者用自動車

改造費助成 

身体障害者用自動車

改造費助成事業実施

要綱 

身体障害者手帳保持者で一定の要件を満たす者 １００，０００円を限度とする。 

重度心身障害者自動

車等燃料費助成 

重度心身障害者自動

車等燃料費助成に関

する要綱 

身体障害者手帳１・２級又は療育手帳Ⓐ・Ａの交付を受け

ていて次の要件を満たしている者 

ｏ重度心身障害者が生業に使用し、又は家族等 

が重度心身障害者のために通所・通学・通院 

等に使用する自動車等 

ｏ自動車等は重度心身障害者又はその者と生計を同じに

する者の所有であるもの 

ガソリン１ℓ につき５５円とし、月５０ℓ を限度とする。（自動二輪車・原動機付自転車は１０ℓ 限度） 

軽油１ℓ につき３５円とし、月５０ℓ を限度とする。 

ＬＰＧ１ℓ につき２５円とし、月５０ℓ を限度とする。 

（重度心身障害者福祉タクシー利用料金助成との併給は不可） 

障害者日常生活用具

の給付 

障害者日常生活用具

給付事業実施要綱 

障害者、障害児、難病患者等で、日常生活用具を必要とす

る者。ただし、介護保険適用者は介護保険優先 

在宅の障害者に対し、日常生活用具を給付する。 

【給付の対象となる用具】 便器、特殊便器、特殊マット、特殊寝台、特殊尿器、入浴担架、体位変換器、

視覚障害者用ポータブルレコーダー、盲人用時計、居宅生活動作補助用具、点字タイプライター、訓練い

す、訓練用ベッド、電磁調理器、盲人用体温計（音声式）、聴覚障害者用屋内信号装置、火災警報器、自

動消火器、透析液加温器、酸素ボンベ運搬車、頭部保護帽、入浴補助用具、トイレチェアー、聴覚障害者

用情報受信装置、ストマ用装具、点字図書、盲人用体重計、ネブライザー、携帯用会話補助装置、視覚障

害者用誘導装置、車椅子用段差昇降機、点字ディスプレイ、携帯用信号装置、電気式たん吸引器 人工内

耳用電池、カーシート、パルスオキシメーター等 

重度心身障害者福祉

タクシー利用料金助

成 

重度心身障害者福祉

タクシー利用料金助

成に関する要綱 

身体障害者手帳 １・２級 

療育手帳    Ⓐ・Ａ 

タクシーを利用する際、１回の乗車につき（初乗運賃相当額の２倍以上の料金の場合）２枚まで使用する

ことができ、１枚につき初乗り料金相当額を助成する。利用券は月５枚の割合で年度当初に交付する。（重

度心身障害者自動車等燃料費助成との併給は不可） 

聴覚障害者用福祉電

話基本料金等助成 

聴覚障害者用福祉電

話基本料金等助成に

関する要綱 

聴覚機能障害３級以上及び音声又は言語機能障害で身体

障害者手帳の交付を受けている者 

基本料金（回線使用料、配線設備使用料、機器使用料、リース料）及び購入設置費を助成する。 

ｏ基本料金  月額の６／１０ 

ｏファクシミリ 購入設置費の６/１０とし、６０，０００円を限度とする。 

ｏ電話又はフラッシュベル 購入設置費の６／１０とし、１２，０００円を限度とする。 

障害者等の補装具購

入等に係る利用者負

担に対する助成 

障害者等の補装具購

入等に係る利用者負

担に対する助成実施

要綱 

身体障害者補装具、障害者日常生活用具、小児慢性特定疾

患児日常生活用具の給付対象となった者 

難聴児補聴器購入助成の対象となった者 

補装具の交付、修理、日常生活用具の給付等に係る自己負担金を助成する。 
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名     称 関 係 法 令 対    象    者 説                      明 

地域活動支援センタ

ー（サービス向上型）

等通所者奨励金支給 

地域活動支援センタ

ー（サービス向上型）

等通所者奨励金支給

要綱 

地域活動支援センター（サービス向上型）等に通所してい

る者 
１カ月の通所日数が１５日以上ある者に月額２，０００円の通所者奨励金を支給する。 

知的障害者総合補償

制度保険料の助成 

知的障害者総合補償

制度保険料の助成に

関する要綱 

知的障害者 
知的障害者が加入する総合補償制度保険料の一部（課税世帯は保険料の１／２で４，０００円が上限、非

課税世帯は保険料の７／１０で、１１，９００円が上限）を助成する。 

小児慢性特定疾患児

日常生活用具給付 

小児慢性特定疾患児

日常生活用具給付事

業実施要綱 

入間市小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業実施要

綱第２条に該当する者 

在宅の小児慢性特定疾病児童に対し、日常生活用具を給付する。 

【給付の対象となる用具】 便器、特殊マット、特殊寝台、特殊尿器、体位変換器、入浴補助用具、車い

す、頭部保護帽、歩行支援用具、電気式たん吸引器、特殊便器、クールベスト、紫外線カットクリーム、

ネブライザー、パルスオキシメーター、ストーマ装具（消化器系・尿路系）（在宅以外の者についても対

象）、人工鼻 

在宅重度身体障害者

入浴サービス事業 

在宅重度身体障害者

入浴サービス事業実

施要綱 

家庭において入浴することが困難な重度身体障害者(ただ

し介護保険適用者は介護保険優先)。 

月４回を限度として、入浴サービスを提供する。 

利用者負担は、課税世帯では利用料の５％（障害児の場合は、世帯員の所得割額の合計が２８万円未満の

場合は無料）、非課税世帯及び生活保護世帯では無料。 

介護給付 障害者総合支援法 
身体障害者、知的障害者、精神障害者、障害児、難病患者

等 

居宅介護（ホームヘルプ）、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、短期入所（シ

ョートステイ）、療養介護、生活介護、施設入所支援 

利用者負担は、原則として１０％の定率負担であるが、低所得世帯（非課税世帯）は無料、課税世帯でも

負担上限額を設定するなどの負担軽減がある。 

訓練等給付 障害者総合支援法 身体障害者、知的障害者、精神障害者、難病患者等 

自立訓練（機能訓練・生活訓練）、宿泊型自立訓練、就労移行支援、就労継続支援（Ａ型＝雇用型・Ｂ型

＝非雇用型）、共同生活援助（グループホーム）、就労定着支援、自立生活援助 

利用者負担は、原則として１０％の定率負担であるが、低所得世帯（非課税世帯）は無料、課税世帯でも

負担上限額を設定するなどの負担軽減がある。 

障害者医療費 障害者総合支援法 身体障害者、知的障害者、精神障害者、障害児 
障害に係る医療費の公費負担制度（精神通院医療、更生医療、育成医療） 

利用者負担は、原則として１０％の定率負担であるが負担上限額を設定するなどの負担軽減がある。 

障害児通所支援 児童福祉法 障害児等 

児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援 

利用者負担は、原則として１０％の定率負担であるが、低所得世帯（非課税世帯）は無料、課税世帯でも

負担上限額を設定するなどの負担軽減がある。３歳児～５歳児 無償化（３歳に到達後最初の 4/1～就学

するまで） 

相談支援 
障害者総合支援法 

児童福祉法 

身体障害者、知的障害者、精神障害者、障害児、難病患者

等、家族、介護人、関係者 

障害福祉サービスの情報や専門機関の紹介、福祉サービスの手続きの支援等を行う。また、日常生活で困

ったことを一緒に考えて、その解決方法を見つけていく。 

地域計画相談支援、地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）、障害児相談支援 
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名     称 関 係 法 令 対    象    者 説                      明 

障害者就労支援 障害者総合支援法 身体障害者、知的障害者、精神障害者、家族、関係者 
求職相談、就労継続支援、離職後の支援等を行う。また、相談支援センターの相談支援専門員と連携し、

生活と就労の支援を総合的に行う。 

障害者移動支援 
障害者移動支援事業

実施要綱 

視覚障害者又は全身性障害者、知的障害者、精神障害者、

障害児 

屋外での移動が困難な障害のある人について、外出のための支援を行う。 

利用は１カ月当たり６０時間を限度とする。 

利用料は利用時間により異なる。 

利用者負担は、課税世帯では利用料の５％（障害児の場合は、世帯員の所得割額の合計が２８万円未満の

場合は無料）、非課税世帯及び生活保護世帯では無料。 

障害者地域活動支援

センター事業 

障害者デイサービス

事業実施要綱 

地域活動支援センタ

ー（サービス向上型）

事業実施要綱 

身体障害者、知的障害者、精神障害者、難病患者等 

障害のある人が通い、創作的活動または生産活動の提供、社会との交流等の便宜を図る。 

デイサービスの場合は、障害程度により利用料が異なる。 

デイサービスの利用者負担は、課税世帯では利用料の５％（障害児の場合は、世帯員の所得割額の合計が

２８万円未満の場合は無料）、非課税世帯及び生活保護世帯では無料。 

サービス向上型の利用者負担は無料。 

障害者福祉ホーム事

業 

障害者福祉ホーム事

業実施要綱 
身体障害者、知的障害者、精神障害者 

住居を必要としている障害者に、低額な料金で居住室等を提供するとともに日常生活に必要な支援を行

う。 

障害者日中一時支援 
障害者日中一時支援

事業実施要綱 

身体障害者、知的障害者、精神障害者、障害児、難病患者

等 

障害者等の日中における活動の場を確保し、障害者等の家族の就労及び障害者等を日常的に介護している

家族の一時的な休息等の支援を図る。 

利用料は障害程度により異なる。利用者負担は、課税世帯では利用料の５％（障害児の場合は、世帯員の

所得割額の合計が２８万円未満の場合は無料）、非課税世帯及び生活保護世帯では無料。 

生活ホーム事業 
生活ホーム事業実施

要綱 
身辺自立している身体障害者及び知的障害者 

自立した生活を望みながら家庭環境、住宅事情等により自立が阻害されている身体障害者及び知的障害者

が入居し、その社会的自立を助長するための指導及び援助を行う。（自己負担額有） 

心身障害者生活サポ

ート事業 

心身障害者生活サポ

ート事業実施要綱 
身体障害者・知的障害者・精神障害者・難病患者等 障害者の方へ１年度１５０時間を限度として外出援護等のサービスを提供（自己負担額有） 

心身障害者通学等移

動介護人派遣事業 

入間市心身障害者通

学等移動介護人派遣

事業実施要綱 

市内在住で、小中学校、高校、中等教育学校、高等専門学

校、特別支援学校、大学等に通学する者で、身体障害又は

知的障害があり、1 人での通学が困難であると認められる

者 

就学する心身障害者に対し、通学等が円滑に行えるよう介護人を派遣することにより、心身障害者の自立

と社会参加を促進し、心身障害者の福祉の向上を図ることを目的とする事業 
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名     称 関 係 法 令 対    象    者 説                      明 

敬老祝金 敬老祝金等支給条例 
９月１５日現在引続き１年以上市内に居住し､年度中

に７７歳、８８歳、９９歳に達する方 

民生委員・児童委員協議会の協力を得て、９月中に敬老祝金等支給対象者に直接支給する。 

年齢 金額 

７７歳 祝 品 

８８歳 ５，０００円 

９９歳 １０，０００円 
 

養護老人ホームへの

入所 

老人福祉法 

老人ホーム入所等判

定委員会条例 

６５歳以上の老人で、環境上及び経済的理由により、

家庭での養護を受けることが困難な方 
入間市老人ホーム入所等判定委員会により入所の要否を判定する。 

在宅高齢者等おむつ

事業 

在宅高齢者等おむつ

事業実施要綱 

市内に居住し、本市の介護認定審査会において要支援

以上の認定を受けた在宅の高齢者等で常時失禁の状

態にある方 

紙おむつの給付…指定業者の中から１業者を選択。月額５千円を限度に給付。自己負担１割。 

布おむつの貸与…１月あたり７２０枚以内を貸与。自己負担１割。 

ねたきり高齢者等寝

具乾燥車派遣事業 

ねたきり高齢者等寝

具乾燥車派遣事業実

施要綱 

市内に住所を有する常時臥床している６５歳以上の

者で家族が寝具乾燥を行うことが困難な方。世帯の全

員が７５歳以上の方。身体障害者手帳１，２級を所持

しており、本人および家族が寝具乾燥を行うことが困

難な方 

月１回程度、寝具乾燥車を無料で派遣する。 

ねたきり高齢者等介護手

当 

ねたきり高齢者等介

護手当支給条例 

市内に住所を有する介護保険で要介護の認定を受け､

常時臥床の状態またはこれに準じる状態が６か月以

上継続している６５歳以上の者を常時介護している

方 

支給額…月額５，０００円 

ただし、介護を受けている者及び介護者が市民税非課税世帯に属する場合は１０,０００円 

支給月…４月・８月・１２月 

一人暮らし高齢者等

緊急通報システム事

業 

一人暮らし高齢者等

緊急通報システム事

業実施要綱 

市内に住所を有する日常生活に不安のある 75 歳以上

のひとり暮らし、日中独居者及び 75 歳以上の世帯 

※身体障害者手帳１・２級所持者、６５歳以上で心身

の状況により常時注意を必要とするひとり暮らし、日

中独居者も対象 

３業者から選択可能。 

緊急通報装置設置、非常用ペンダントの貸与。緊急通報装置または非常用ペンダントのボタンを押すと電話回

線、または、無線通信にて警備会社に連絡。必要に応じ救急車、消防車の出動要請をする。所得に応じて自己

負担がある。 

※その他、各業者によるオプション（火災センサー等）あり。 

老人憩いの家事業 
老人憩いの家設置及

び運営管理要綱 
原則として市内に居住する６０歳以上の方 

市内に居住する高齢者に対して健全な憩いの場を提供し、心身の健康増進を図るため、高齢者の身近な地域に

気軽に利用できる施設を整備するもの。施設の利用促進を図るために日常管理については地域の老人クラブに

委託している。 
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名     称 関 係 法 令 対    象    者 説                      明 

要援護高齢者等タク

シー利用料金の助成 

要援護高齢者等タク

シー利用料金助成に

関する要綱 

市内に住所を有する介護保険の要支援及び要介護の

認定を受けた者（重度心身障害者福祉タクシー利用料

金助成に関する要綱に該当するものを除く） 

１枚５００円のタクシー利用券を申請により配布する。１回の利用に２枚まで使用できる。（利用は通院、通

所に限る） 

申請月 枚数 

４月から６月 ２４枚 

7 月から９月 １８枚 

１０月から１２月 １２枚 

１月から３月 ６枚 
 

高齢者等支援事業利

用者負担軽減事業 

高齢者等支援事業利

用者負担軽減事業実

施要綱 

市内に住所を有し、本市の介護認定審査会において認

定を受けている低所得者（住民税非課税世帯に属する

者等） 

介護保険利用料（在宅サービス）自己負担分について一部助成する。 

市内に住所を有し、次のいずれかに該当する方 助成割合 

市町村民税非課税世帯かつ老齢福祉年金受給者 ２分の１ 

市町村民税非課税世帯かつ入間市重度心身障害者福祉手当支給条例第３

条第１項第１号該当者 
２分の１ 

市町村民税非課税世帯 ４分の１ 
 

ねたきり高齢者等訪

問理容・美容サービス

事業 

ねたきり高齢者等訪

問理容・美容サービ

ス事業実施要綱 

市内に住所を有し、要介護の認定を受けた者（要支援

は除く）のうち、病気等により常時臥床の状態又はこ

れに準ずる状態にあって、その状態が３ヶ月以上継続

している者（入院・入所している者は除く） 

１枚２，５００円の利用補助券を申請により配付する。１回の利用に１枚使用できる。 

  申請日 枚数 

４月から９月 ４枚 

１０月から３月 ２枚 
 

認知症高齢者等支援

事業 

(位置情報サービス) 

認知症高齢者等支援

事業実施要綱 

市内に住所を有する在宅の方で、次のいずれかに該当

する方 

①65 歳以上の者で、認知症症状により外出中に行方

不明になるおそれのある方 

②療育手帳の交付を受けている者で、外出中に行方不

明になるおそれのある方 

③40 歳以上であって、かつ、要支援または要介護認

定を受けている者で、認知症症状により外出中に行

方不明になるおそれのある方 

④器質性精神障害があり、認知症症状により外出中に

行方不明になるおそれのある方 

⑤前各号に掲げる方のほか、市長が必要と認めた方 

外出中に行方不明になるおそれのある高齢者等に、位置情報通信端末機を貸与することで、行方不明時に対象

者の所在地を把握し、早期保護及び安全確保を図る。 

所得に応じて自己負担がある。 
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名     称 関 係 法 令 対    象    者 説                      明 

認知症高齢者等支援

事業 

(身元確認支援サービ

ス) 

 

認知症高齢者等支援

事業実施要綱 

市内に住所を有する在宅の方で、次のいずれかに該当

する方 

①65 歳以上の者で、認知症症状により外出中に行方

不明になるおそれのある方 

②療育手帳の交付を受けている者で、外出中に行方不

明になるおそれのある方 

③40 歳以上であって、かつ、要支援または要介護認

定を受けている者で、認知症症状により外出中に行

方不明になるおそれのある方 

④器質性精神障害があり、認知症症状により外出中に

行方不明になるおそれのある方 

⑤前各号に掲げる方のほか、市長が必要と認めた方 

外出中に行方不明になるおそれのある高齢者等に身元確認の助けとなる物品を交付し、早期保護及び安全確保

を図ることで介護する者の精神的負担を軽減する。 

交付物品 

①爪Ｑシール（入間市名称及び身元特定番号、市役所の電話番号が登録されたＱＲコードが記載され、主に爪

に貼付するシール） 

②かかとステッカー（入間市名称及び身元特定番号が印字された靴に貼付する蛍光ステッカー） 

③キーホルダー（爪Ｑシールと同様のＱＲコードが入ったキーホルダー） 

エンディングプラン

サポート事業 

エンディングプラン

サポート事業実施要

綱 

次の要件を全て満たす方 

①市内に居住する６５歳以上の者 

②身寄りがない者又はそれに準じる者 

③生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定に

よる保護を受けていないこと。 

④本人及び同一生計の世帯員（以下「本人等」という。）

の月収の合計が、生活保護法の規定による最低生活費

に１．３を乗じて得た額（次号において「基準額」と

いう。）以下であること。 

⑤本人等の預貯金の合計額が、基準額に１２を乗じて

得た額以下であること。 

⑥本人等に所有する不動産がない、又は本人等が所有

する土地（マンションに係るものを除く。）に係る固

定資産税評価額の合計が社会福祉法人埼玉県社会福

祉協議会による不動産担保型生活資金貸付けにおけ

る所有不動産要件の概算評価基準額未満であること。 

高齢者に対し、協力事業者と連携して、次に掲げる支援を提供する。 

①自身の死後の葬儀、納骨等に係る協力事業者との生前契約（以下「生前契約」という。）に関する情報を提

供すること。 

②生前契約を締結した高齢者について、次に掲げる事項に係る支援プラン（以下「支援プラン」という。）を

策定し、当該高齢者の死後の葬儀、納骨等の円滑な実施を図ること。 

ア 生前契約の履行 

イ 訪問、電話等による安否確認の実施（希望者に限る。） 

ウ 死亡届出人の確保 
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名     称 関 係 法 令 対    象    者 説                      明 

介護保険 介護保険法 ４０歳以上 

ｏ介護が必要な方が介護保険のサービスを利用する場合は、要介護・要支援認定を受ける必要がある。（４０

歳から６５歳未満の方は、特定の疾病が原因でなければ認定申請はできない。） 

ｏ審査、判定の結果、要介護又は要支援の認定がされると、次の介護保険サービスを受けることができる。（要

支援の方は受けられないサービスあり） 

〈居宅サービス〉訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリ、通所リハビリ、通所介護、短期入所、

生活介護など 

〈地域密着型サービス〉小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護（グループホーム）など 

〈施設サービス〉介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健施設、介護療養型医療施設 

ｏ要支援１、２及び基本チェックリスト等により総合事業の対象者と判定を受けた方は、訪問介護と通所介護

は、次のサービスを利用することになる。 

〈介護予防・生活支援サービス〉訪問型サービス、通所型サービス 

ｏ利用できるサービスの上限額（１か月当たり） 

    〈居宅サービス〉         （円） 

要 介 護 度 限   度   額 

要  支  援  １ ５１，７００  

要  支  援  ２ １０８，２００  

要  介  護  １ １７２，２００  

要  介  護  ２ ２０２，４００  

要  介  護  ３ ２７７，８００  

要  介  護  ４ ３１７，７００  

要  介  護  ５ ３７１，９００  

※自己負担は１割～３割 

67



名     称 関 係 法 令 対    象    者 説                      明 

後期高齢者医療制度

の自己負担額 

高齢者の医療の確保

に関する法律 

・７５歳以上の方 

・６５歳～７５歳未満で一定の障害のある方で、埼玉

県後期高齢者医療広域連合に申請して認定を受け

た方 

 

    

自己負担限度額（月額） 
入院時食事代負担額 

（１食あたり） 

所得区分 外来（個人ごと） 外来＋入院（世帯合算） 

現役並 

所得者 

医療費 

３割負担 

現役Ⅲ 
２５２，６００円＋医療費が８４２，０００円を超えた

場合はその超過分の１％を加算 
（多数回該当１４０，１００円） 

 

４６０円（指定難病者

は２６０円に据え置か

れます。平成２８年３

月３１日において、既

に１年を超えて精神病

床に入院中及び合併症

当により転退院した場

合で同日内に再入院す

る方は、経過措置によ

り２６０円に据え置か

れます。） 

 

現役Ⅱ 
１６７，４００円＋医療費が５５８，０００円を超えた

場合はその超過分の１％を加算 
（多数回該当９３，０００円） 

現役Ⅰ 
８０,１００円＋医療費が２６７,０００円を超えた場合

はその超過分の１％を加算 
（多数回該当４４，４００円） 

一般 

医療費 

２割負担 

一般Ⅱ 

１８，０００円または 

【６，０００円＋医療費が

３０，０００円を超えた場

合、その超過分の１０％を

加算】のうち低い方を適用 
（年間上限１４．４万円） 

５７，６００円 
(多数回該当４４，４００円) 

一般 

医療費 

１割負担 

一般Ⅰ 
１８，０００円 

（年間上限１４．４万円） 

低所得者

医療費 

１割負担 

低所得者

区分Ⅱ 

８，０００円 

２４，６００円 

９０日までは２１０円 

９０日を超えると１６

０円 

低所得者 

区分Ⅰ 
１５，０００円 １００円 
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名     称 関 係 法 令 対    象    者 説                      明 

老 齢 福 祉 年 金 国民年金法 

・明治４４年４月１日以前生まれの人 

・明治４４年４月２日から大正５年４月１日

に生まれた人で、国民年金保険料納付済期

間が１年未満で、かつ保険料納付済期間と

免除期間を合わせた期間が生年月日により

４年１か月から７年１か月以上ある方。 

満７０歳から支給  全部支給 ４０６，１００円／年   

拠 出 年 金 国民年金法  

老齢基礎年金 原則として６５歳から支給。満６０歳から繰上げ支給可能。  （令和５年４月１日現在） 

昭和３１年４月２日以後生まれの人………７９５，０００円 

昭和３１年４月１日以前生まれの人………７９２，６００円 

繰上げによる支給率 

   昭和３７年４月１日以前生まれの人 

    ※請求月から６５歳の誕生日の前月までの月数×０．５＝減額率 

       ６０歳 ― ７０％      ６３歳 ― ８８％ 

  ６１歳 ― ７６％      ６４歳 ― ９４％ 

       ６２歳 ― ８２％      ６５歳 ― １００％ 

   昭和３７年４月２日以降生まれの人 

    ※請求月から６５歳の誕生日の前月までの月数×０．４＝減額率 

       ６０歳 ― ７６％      ６３歳 ― ９０．４％ 

       ６１歳 ― ８０．８％    ６４歳 ― ９５．２％ 

       ６２歳 ― ８５．６％    ６５歳 ― １００％ 

障害基礎年金（旧法の福祉年金を含む） 

   １級  昭和３１年４月２日以後生まれの人………９９３，７５０円／年 

       昭和３１年４月１日以前生まれの人………９９０，７５０円／年 

   ２級  昭和３１年４月２日以後生まれの人………７９５，０００円／年 

       昭和３１年４月１日以前生まれの人………７９２，６００円／年 

   子の加算  子１人………２２８，７００円／年 

         子２人………４５７，４００円／年 

         子３人………５３３，６００円／年 

遺族基礎年金 配偶者と子が受けとるとき(旧法の母子年金を含む)子が受けとるとき（旧法の遺児年金を

含む） 

昭和３１年４月２日以後生まれの人………７９５，０００円 

昭和３１年４月１日以前生まれの人………７９２，６００円 

    子の加算 

  配偶者と子１人………２２８，７００円／年   子１人……………………０円／年 

      配偶者と子２人………４５７，４００円／年   子２人……２２８，７００円／年 

      配偶者と子３人………５３３，６００円／年   子３人……３０４，９００円／年 
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２　生活保護等

令和３年４月１日現在 令和４年４月１日現在 令和５年４月１日現在

人口 146,808 人 146,074 人 145,360 人

被保護世帯 1,049 世帯 1,064 世帯 1,051 世帯

被保護人員 1,302 人 1,334 人 1,298 人

保護率 0.887 ％ 0.913 ％ 0.893 ％

令和２年度 令和３年度 令和４年度

生活扶助 659,992,784 円 672,785,469 円 663,219,673 円

住宅扶助 392,414,308 円 412,176,181 円 412,291,989 円

教育扶助 7,188,178 円 6,948,603 円 6,367,977 円

介護扶助 93,540,934 円 96,716,587 円 78,772,522 円

医療扶助 1,026,275,986 円 1,079,901,572 円 1,058,830,938 円

出産扶助 0 円 162,650 円 489,180 円

生業扶助 4,619,803 円 3,768,530 円 3,642,152 円

進学準備給付金 900,000 円 800,000 円 700,000 円

就労自立給付金 636,328 円 381,956 円 1,112,070 円

葬祭扶助 4,526,924 円 3,640,114 円 4,050,981 円

保護施設事務費 1,799,775 円 2,714,786 円 4,049,052 円

日常生活支援
住居施設委託事務費

107,640 円 67,080 円 265,720 円

計 2,192,002,660 円 2,280,063,528 円 2,233,792,254 円

住居確保給付金

令和２年度 令和３年度 令和４年度

支給延べ人数 1,139 人 696 人 159 人

支給金額 48,507,000 円 29,264,302 円 6,289,100 円

1人あたり支給額 42,600 円 42,000 円 39,600 円
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３ 児童福祉 

(1) 公立保育所一覧表 

                              令和５年４月１日現在 

施  設  名 定  員 

保 育 実 施 人 数 

職 員 数 設置年月日 三 歳 

未 満 児 

三 歳 

以 上 児 

豊 岡 保 育 所 

１５０ 23 52 

(9) 

[6] 

29    

昭 26. 9.16 

金子第一保育所 

１２０ 16 35 

(4) 

[7] 

23     

昭 30. 4. 1 

金子第二保育所 

８４ 9 35 

(5) 

[7] 

23     

昭 31. 5. 1 

藤 沢 保 育 所 

１２０ 30 62 

(12) 

[9] 

43     

昭 28. 5. 1 

藤沢第二保育所 

１２０ 31 68 

(11) 

[8] 

40 

昭 45. 11. 1 

宮 寺 保 育 所 

１２０ 18 30 

(7) 

[5] 

26 

昭 34. 4. 2 

二本木保育所 

６０ 9 31 

(4) 

[5] 

22     

昭 43. 4. 1 

黒 須 保 育 所 

９０ 17 38 

(12) 

 

16     

昭 45. 1. 1 

東金子保育所 

９０ 23 47 

(9) 

[6] 

28     

昭 48. 8. 1 

高 倉 保 育 所 

９０ 17 43 

(6) 

[6] 

22     

昭 50. 6. 1 

西武中央保育所 

９０ 25 58 

(7) 

[6] 

31     

昭 53. 4. 1 

合     計 

１,１３４ 218 499 

(86) 

[65] 

303      

 

注 職員数（ ）は臨時職員数再掲 

     〔 〕は嘱託職員数再掲 
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(2) 私立保育園・認定こども園 

                              令和５年４月１日現在 

施  設  名 定  員 

保育実施人数 

職 員 数 設置年月日 三 歳 

未 満 児 

三 歳 

以 上 児 

豊岡保育園 
１２０ 28 72 

(4) 

22 
大 15．4．6 

あけぼの保育園 
１２０ 37 72 

(10) 

34   
昭 31. 4. 1 

い る ま 保 育 園 
１２０ 55 76 

(11) 

32     
昭 48. 4. 1 

こどものくに保育園 
９０ 30 60 

(8) 

29     
昭 50. 6. 1 

ゆりかご保育園 
１２０ 37 68 

(5) 

27     
昭 52. 4. 1 

しらさぎ保育園 
９０ 39 60 

(15) 

31     
昭 52. 4. 1 

ChaCha Children 

Iruma １２０ 58 72 

(22) 

44     
昭 54. 4. 1 

あけぼの保育園分園 
２９ 9 20 

(1) 

9     
平 16. 4. 1 

わかばの森保育園 
２０ 23 0 

(2) 

11 
平 17. 4. 1 

杏ほいくえん 
９０ 34 59 

(12) 

27 
平 19. 4. 1 

木の実保育園 
６９ 31 40 

(6) 

26 
平 19. 4. 1 

むさしっこ保育園 
６８ 29 34 

(6) 

23 
平 20. 4. 1 

どろんこ保育園 
７０ 33 37 

(15) 

31 
平 27. 4. 1 

おおぎこども園 

（認定こども園） 

合   計 

（教育） 

１５ 0 18 (37) 

65 

 

平 31. 4. 1 
（保育） 

１２０ 49 65 

おおぎ第二こども園 

（認定こども園） 

合   計 

（教育） 

１５ 0 15 (11) 

35 

 

令 5. 4. 1 
（保育） 

６０ 34 23 

合   計 
１,３３６ 526 791 

(165) 

446 
 

注 職員数（ ）は臨時職員数再掲 
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(3) 小規模保育 

                              令和５年４月１日現在 

施  設  名 定  員 

保育実施人数 

職 員 数 設置年月日 三 歳 

未 満 児 

三 歳 

以 上 児 

すくすく保育園 
１９ 16 0 12(5) 平 27. 4. 1 

おひさま保育園 
１１ 10 0 6(1) 平 27. 4. 1 

武蔵藤沢めぐみ保育園 
１６ 15 0 14(7) 平 27. 4. 1 

みつばち保育園 
１９ 18 0 11(5) 平 27. 7. 1 

夢の森ほのぼのハニー

保育園 １９ 17  0 18(7) 平 29. 4. 1 

スクルドエンジェル保

育園久保稲荷園 １９ 17 0 12(3) 令 3. 1. 1 

むさし保育園 １９ 16 0 12(6) 令 3. 4. 1 

合   計 
１２２ 109 0 85(34)  
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(4) 学童保育室（公設公営 20施設、*公設民営 5施設） 

  令和５年４月１日現在 

名   称 所在地 定員 
学 年 別 内 訳  入室率

(%) 

開設年月日       

注 1 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 合計  

豊 岡 学 童 保 育 室 向陽台 1-1-14 40 4 9  11  6  3  0  33  
 

82.5 
昭 48.8.21   

(R4.4.1) 

豊岡第二学童保育室 向陽台 1-1-14 40 7 7 9 3 1 1 28  70.0 令 4.4.1 

藤 沢 学 童 保 育 室 上藤沢 384-3 40 20 13  7  0  0  0  40  
 

100.0 
昭 51.8.1 

(H6.4.28) 

西 武 学 童 保 育 室 野田 498 40 18  17  4  1 0  0  40  
 

100.0 
昭 54.10.1 

(平 27.4.1） 

西武第二学童保育室 野田 498 40 20  16  4  0  0  0  40   100.0 平 27.4.1 

東金子学童保育室 小谷田 1524 40 15  18  6  0  0  0  39  
 

97.5 
昭 56.6.1 

（R4.4.1） 

 
*藤沢北学童保育室 東町 7-7-1 40 14  10  9  3 0  2  38  

 
95.0 

昭 58.6.1 

(R4.4.1) 

 

R 

 

*藤沢北第二学童保育室 東町 7-7-1 40 10 11 15 2 0 0 38  95.0 令 4.4.1 

*藤沢北第三学童保育室 東町 7-7-1 40 15 10 11 3 1 0 40  100.0 令 4.4.1 

高 倉 学 童 保 育 室 高倉 4-14-7 40 22  16  9  3  0  0  50  
 

125.0 
昭 59.4.1 

(R4.4.1) 

 

rei 
黒 須 学 童 保 育 室 春日町 2-14-59 70 29  33  23  0  0  0  85   121.4 昭 62.4.1 

扇 学 童 保 育 室 
久保稲荷

5-7-14 
60 23  15  14  0 0  0  52  

 
86.6 平元.4.1 

扇第二学童保育室 
久保稲荷

5-7-14 
50 17  10  11  0  0  0  38  

 
76.0 平 22.4.1 

*金 子 学 童 保 育 室 西三ツ木 150 50 7  13  6  2  2  0  30   60.0 平 2.7.1 

*金子第二学童保育室 西三ツ木 150 40 7  10  10  3  2  0  32   80.0 平.4.1 

狭 山 学 童 保 育 室 二本木 71-1 70 21  20  12  8  2  1  64  
 

91.4 
平 3.7.1 

(H20.4.1) 

藤沢南学童保育室 上藤沢 37-2 40 9  10  11  3  1  1  35  
 

87.5 
平 4.4.1 

(H30.4.1) 

藤沢南第二学童保育室 上藤沢 37-2 40 9  10  7  3  1  1  31   77.5 平 30.4.1 

藤沢東学童保育室 東藤沢 7-9-1 70 10  13  12  5  0  0  40   57.1 平 5.4.1 

藤沢東第二学童保育室 東藤沢 7-9-1 40 11  10  11  6  2  0  40   100.0 令 2.4.1 

仏 子 学 童 保 育 室 仏子 433-1 50 7  15  13  5  3  0  43   86.0 平 8.4.1 

宮 寺 学 童 保 育 室 宮寺 594-1 40 11  13  15  0  0  0  39   97.5 平 12.11.1 

新 久 学 童 保 育 室 新久 500 60 9  18  9  5  1  1  43   71.7 平 17.4.1 

東 町 学 童 保 育 室 
向陽台

2-1009-3 
55 12  16  12  9  1  1  51  

 
92.7 平 19.4.1 

東町第二学童保育室 
向陽台

2-1009-3 
40 16  11  3 3  1  0  34  

 
85.0 平 31.4.1 

合  計 1,175 343  344  254  73  21   8  1,043  91.5  

注1 開設年月日（ ）は改築年月日 

 

 (5) 学童保育室（民設民営） 

令和５年４月１日現在 

名   称 

 

所在地 定 員 
学 年 別 内 訳 入室率 

(%) 
開設年月日 

1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 合計 

アフタールーム「チポ

リーノ」 

下藤沢

1304-2 
26 5 6 7 4 3 4 29 96.6 令 2.4.1 

LEGATO 
扇台

6-10-22 
20 5 6 6 8 4 0 29 150.0 令 4.4.1 

スキップキッズ 
野田 

554 
40 2 2 3 1 0 0 8 20.0 令 5.4.1 

合  計 86 12 14 16 13 7 4 66 76.7  
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４ 障害者福祉 
 

 (1) 身体障害者手帳所持者数 

 

区       分 R3.3.31 現在 R4.3.31 現在 R5.3.31 現在 

 

１ 級 １，４６８ １，４３６ １，４２４ 

２ 級 ６０９ ６０１ ６０１ 

３ 級 ６３２ ６１７ ６２２ 

４ 級 １，０１５ １，０３８ １０３５ 

５ 級 ２３３ ２２９ ２３４ 

６ 級 ２２０ ２２７ ２３４ 

計 ４，１７７ ４，１４８ ４，１５０ 

 

 (2) 療育手帳所持者数 

 

区       分 R3.3.31 現在 R4.3.31 現在 R5.3.31 現在 

Ⓐ 

（最重度） 

１８歳未満 ３２ 
１８３ 

３７ 
１８４ 

３５ 
１８４ 

１８歳以上 １５１ １４７ １４９ 

Ａ 

（重 度） 

１８歳未満 ５３ 
２１９ 

５４ 
２２１ 

５３ 
２３０ 

１８歳以上 １６６ １６７ １７７ 

Ｂ 

（中 度） 

１８歳未満 ４９ 
３１０ 

４６ 
３２０ 

５４ 
３３５ 

１８歳以上 ２６１ ２７４ ２８１ 

Ｃ 

（軽 度） 

１８歳未満 １５９ 
３５４ 

１６３ 
３７７ 

１６７ 
３８７ 

１８歳以上 １９５ ２１４ ２２０ 

計 
１８歳未満 ２９３ 

１，０６６ 
３００ 

１，１０２ 
３０９ 

１,１３６ 

１８歳以上 ７７３ ８０２ ８２７ 

 

(3) 精神障害者保健福祉手帳所持者数 

 

区       分 R3.3.31 現在 R4.3.31 現在 R5.3.31 現在 

 

H27.3.31 現在 

１ 級 １１１ １２７ １３５ １０１ 

２ 級 ８５４ ９３３ １，００７ ５７６ 

３ 級 ４９６ ５３４ ５７２ ３１７ 

計 １，４６１ １，５９４ １，７１４ ９９４ 
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５ 高齢者福祉 

 
 (1) 健康推進クラブ数（地区別）                令和５年５月１日現在 

地区別 豊 岡 東金子 金 子 宮 寺 藤 沢 西 武 合 計 

クラブ数 17 4 8 4  8 11  52 

会員数 800 282 359 428 481 769 3,119 

 

      ｏ 健康推進クラブへの補助金……………３，９７８，８００円 

      ｏ 健康推進クラブ連合会補助金…………  ５５８，４００円 

 

(2) 老人福祉センター 

 ア 施設の概要 

  

名       称 入間市老人福祉センター“やまゆり荘” 

所 在 地 入間市宮寺２６５５番地１ 

敷 地 面 積 ５，６６０．６５㎡ 

建 物 面 積 建１，６６７．２９㎡  延１，５３３．４５㎡  

建 物 の 構 造 鉄筋コンクリート平屋建 

利 用 定 員 ２３０名 

設 置 年 月 日 平成５年５月２８日 

建   設   費 

 

６２８，１８０，０００円 

       国庫補助金 ９１，２００，０００円 

 財源内訳  一般財源 ５３６，９８０，０００円 

       地 方 債               ０円 

       寄 付 金               ０円 

 

 イ 使用料 

 

区    分 

入間市・所沢市・飯能市・狭山市、日高市に居住する 入間・所沢・飯

能・狭山市・日

高市以外に居住

する方 
65 歳以上の方 

60 歳以上 65 歳 

未満の方 

その他 60歳 

未満の方 

使 用 料 無  料  １００円 ２００円 ４００円 

   

 ウ 運動施設 

 

名      称 施          設 

ミ ニ ゴ ル フ 場 ミニゴルフコース（９ホール） 

 

76



 

 

６ 国民年金 

 
(1) 被保険者加入状況 

                                令和５年３月末現在 

区          分 人        数 

第 １ 号 被 保 険 者  １６，０８３人 

任 意 加 入 被 保 険 者    ２４７人 

第 ３ 号 被 保 険 者 ９，２２８人 

合          計           ２５，５５８人 

 

(2) 給付状況 

 

ア  拠出年金（旧法）                      令和５年３月末現在 

区     分 受 給 者 数 金     額 備     考 

老 齢 年 金 １８１人 ８０，９５４，１９１円 ５年年金含む 

通算老齢年金 １３４人 ３０，３３９，７７１円  

障 害 年 金 ２１人 １８，６９６，５５０円  

母 子 年 金 ０人 ０円  

遺 児 年 金 ０人 ０円  

合   計 ３３６人 １２９，９９０，５１２円  

 

イ 基礎年金                          令和５年３月末現在 

区      分 受 給 者 数 金       額 

老 齢 基 礎 年 金 ４１，９６７人 ２８，２９１，０１２，８３６円 

障 害 基 礎 年 金 １，１６５人 ９７９，６１０，８５０円 

障害基礎年金（30条 4） １，１０７人 ９３４，４３２，５００円 

遺 族 基 礎 年 金 ２２４人 １７８，４２１，７９４円 

合      計 ４４，４６３人 ３０，３８３，４７７，９８０円 

  

ウ 福祉年金                          令和５年３月末現在 

区     分 受 給 者 数 金     額 備     考 

老齢福祉年金 ０人     ０円 受給権者   ０人 

 

エ その他                            令和５年３月末現在                          

区      分 受 給 者 数 金       額 

寡 婦 年 金 １１人 ４，３５７，６２９円 
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７ 国民健康保険 

 
  (1) 国民健康保険税 

  ア 納  期 ７月、８月、９月、１０月、１１月、１２月、１月、２月の年８回 

  イ 賦課基準（過去５年間） 

区 分 
平成３０年度～令和３年度 令和４年度 

医療 支援 介護 医療 支援 介護 

所得割 
7.4 

100 

2.0 

100 

1.4 

100 

7.4 

100 

2.4 

100 

1.6 

100 

資産割 
10 

100 
― ― 

10 

100 
― ― 

均等割 20,000 8,000 12,000 20,000 10,000 13,000 

平等割 3,000 ― ― 3,000 ― ― 

 

  ウ 賦課状況（過去５年間） 

区分 

 

年度別 

世帯数 
 
Ａ 

被保険 
者 数 
Ｂ（人） 

現年度分 
調定額 

Ｃ（千円） 

一世帯当 
り調定額 
Ｃ/Ａ（円） 

一人当 
り調定額 
Ｃ/Ｂ（円） 

最高 
限度額 
（円） 

最低額 
 

（円） 

平成３０

年度（医療

分と支援分

は対象者が

同じ） 

医療分 
25,624 41,672 2,423,323 94,572 58,152 540,000 6,900 

支援分 
25,624 41,672 700,141 27,323 16,801 190,000 2,400 

介護分 
11,069 13,201 233,329 21,079 17,675 160,000 3,600 

令和元年

度（医療分

と支援分は

対象者が同

じ） 

医療分 
24,884 39,667 2,306,850 92,704 58,155 580,000 6,900 

支援分 
24,884 39,667 659,674 26,509 16,630 190,000 2,400 

介護分 
10,639 12,574 218,029 20,493 17,339 160,000 3,600 

令和２年

度（医療分

と支援分は

対象者が同

じ） 

医療分 
24,563 38,507 2,273,266 92,548 59,035 610,000 6,900 

支援分 
24,563 38,507 646,845 26,334 16,798 190,000 2,400 

介護分 
10,379 12,217 213,485 20,568 17,474 160,000 3,600 

令和３年

度（医療分

と支援分は

対象者が同

じ） 

医療分 
24,541 37,996 2,221,038 90,503 58,454 630,000 6,900 

支援分 
24,541 37,996 629,878 25,666 16,577 190,000 2,400 

介護分 
10,150 11,837 205,344 20,230 17,347 170,000 3,600 

令和４年

度（医療分

と支援分は

対象者が同

じ） 

医療分 
24,430 37,134 2,175,344 89,043 58,580 630,000 6,900 

支援分 
24,430 37,134 733,828 30,037 19,761 190,000 3,000 

介護分 
10,030 11,604 223,435 22,276 20,116 170,000 3,900 
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  エ 収納状況（過去３年間）                      （単位：円） 

区分 

年度 
調   定   額 収  納  額 未  収  額 

収 納 

割 合 

２年度 

現 3,133,597,400 2,975,054,099 
(7,100) 

158,536,201 
94.94 

滞 526,714,839 158,604,895 
（24,338,393） 

343,771,551 
30.11 

計 3,660,312,239 3,133,658,994 
（24,345,493） 

502,307,752 
85.61 

３年度 

現 3,056,261,599 2,915,257,924 
(550,400) 

140,453,275 
95.39 

滞 496,030,049 135,160,144 
（48,064,880） 

312,805,025 
27.25 

計 3,552,291,648 3,050,418,068 
（48,615,280） 

453,258,300 
85.87 

４年度 

現 3,132,608,200 2,983,113,370 
(557,200) 

148,937,630 
95.23 

滞 448,716,201 136,728,673 
（34,050,977） 

277,936,551 
30.47 

計 3,581,324,401 3,119,842,043 
（34,608,177） 

426,874,181 
87.11 

 

 (2) 保険給付状況（過去３年間）                   （単位：千円） 

年  度 

項  目 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

療

養

の

給

付

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

療

養

諸

費

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

入院 
件 数 7,026 6,847 6,575 

費 用 額 4,311,656 4,318,833 4,335,524 

入院外 
件 数 237,398 247,191 245,582 

費 用 額 4,077,725 4,404,693 4,365,469 

歯科 
件 数 59,743 63,171 63,210 

費 用 額 718,531 747,717 750,023 

合計 
件 数 304,167 317,209 315,367 

費 用 額 9,107,912 9,471,243 9,451,016 

薬剤支給 
件 数 167,013 174,885 172,876 

費 用 額 2,248,695 2,265,749 2,185,960 

訪問看護 
件 数 1,588 2,040 2,002 

費 用 額 120,264 158,780 152,360 

療養費 
件 数 15,645 15,594 15,178 

費 用 額 112,566 148,122 134,130 

その他の給付費 
件 数 414 424 412 

支 給 額 45,732 54,318 39,533 

高額療養費 
件 数 23,227 24,447 24,270 

支 給 額 1,314,136 1,365,675 1,362,937 

移 送 費 
件 数 1 0 1 

支 給 額 53 0 100 
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 (3)  被保険者加入状況 

                               令和５年３月末現在 

区 分 人  口 被保険者数 加入割合 世 帯 数 国保世帯数 加 入 割 合 

平成 30 年度 148,297 35,134 23.69 65,579 21,911 33.41 

令和元年度 147,542 33,986 23.03 66,060 21,595 32.69 

令和２年度 146,808 33,656 22.93 66,722 21,636 32.43 

令和３年度 146,074 32,400 22.18 67,072 21,109 31.47 

令和４年度 145,360 30,630 21.07 67,769 20,409 30.12 

 

 (4) 療養の給付関係諸率 

 

年度別 

項目 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

入 

院 

受 診 率 （％） 20.65 20.56 20.66 

一 人 当 り 費 用 額 （円） 126,694 129,664 136,196 

一 件 当 り 日 数 （日） 16.95 16.58 16.35 

一 件 当 り 費 用 額 （円） 613,671 630,763 659,395 

入
院
外 

受 診 率 （％） 697.57 742.14 771.47 

一 人 当 り 費 用 額 （円） 119,820 132,241 137,137 

一 件 当 り 日 数 （日） 1.46 1.47 1.46 

一 件 当 り 費 用 額 （円） 17,177 17,819 17,776 

歯 
科 

受 診 率 （％） 175.55 189.66 198.57 

一 人 当 り 費 用 額 （円） 21,113 22,449 23,561 

一 件 当 り 日 数 （日） 1.75 1.67 1.62 

一 件 当 り 費 用 額  （円） 12,027 11,836 11,866 

調
剤
・
訪
看 

受 診 率 （％） 495.42 531.18 549.36 

一 人 当 り 費 用 額  （円） 69,610 72,791 73,456 

一 件 当 り 日 数 （日） 1.23 1.24 1.23 

一 件 当 り 費 用 額  （円） 14,051 13,704 13,371 

 

その他 

 

 出産育児一時金（一件当り）488,000 円（令和 5年 4月 1日より） 

令和 5年 3月 31 日以前の出産については 408,000 円 

＊産科医療補償制度加入の医療機関で出産した場合 12,000 円加算 

    

葬祭費（一件当り） 50,000 円（平成 19 年 1 月 1日より） 
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８ 健康福祉 

 (1) 健康福祉センター 

   ア 施設の概要 

名        称 入間市健康福祉センター 

所 在 地 入間市大字上藤沢７３０番地１ 

敷  地  面  積 １７，２７９．１８㎡ 

建 築 面 積   ４，００４．５９㎡ 

延  床  面  積 ７，９５５．７７㎡ 

建 物 の 構 造 鉄筋コンクリート造(一部鉄骨造)３階建 

設 置 年 月 日 平成１５年４月１日 

建 設 費 

 

総建設費 ３，３６３，３３８千円 

 

      国庫補助金   １００，７０６千円 

財源内訳  県 補 助 金         ８０，０００千円 

      市 債      １，７６８，７００千円 

      建 設 基 金   ８２２，７２２千円 

      一 般 財 源   ５９１，２１０千円 

 

 

イ 開館時間及び休館日 

   ☆開 館 時 間  午前８時３０分から午後１０時までです。 

   ☆休 館 日  年末年始（１２月２９日から翌年１月３日まで） 

 

ウ 使用料 

  ☆施設使用料（団体利用施設に係る使用料）           （単位 円） 

施 設 名 

午  前 午  後 夜  間 全  日 

９時～正午 １時～５時 
午後５時３０分

～午後１０時※ 

午前９時～ 

午後１０時 

２０１会議室 ２００ ３００ ３００ ７００ 

２０２会議室 ２００ ３００ ３００ ７００ 

２０３会議室 ２００ ３００ ３００ ７００ 

調理実習室 ９００ １，２００ １，３００ ３，０００ 

３０１会議室 １，８００ ２，４００ ２，７００ ６，２００ 

３０２会議室 ９００ １，２００ １，３００ ３，０００ 

ス タ ジ オ ５００ ６００ ７００ １，６００ 

    使用できる団体は、健康、医療、福祉、環境、文化、スポーツ及びまちづくり活動を 

   目的とする団体に限ります。 

※夜間の利用時間について、スタジオは午後９時までとなります。 
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   ☆施設使用料（個人利用施設に係る使用料）            （単位 円） 

施 設 名 利 用 区 分 
金    額 

６５歳未満 ６５歳以上 

トレーニング室 

１     回     券 ３００ ２００ 

回数券（１１回券） ３，０００ ２，０００ 

１ か 月 定 期 券  ３，０００ ２，０００ 

３ か 月 定 期 券  ６，０００ ４，０００ 

  【トレーニング室の利用について】 

    ●利用時間:     月～土曜日  午前９時～午後１０時（受付は午後９時まで） 

                       日 曜 日  午前９時～午後５時 （受付は午後４時まで） 

 ●利用条件:     １５歳以上（中学生を除く）でセンターが行う講習を修了した方 

 ●使 用 料:     ※市内、所沢市、飯能市、狭山市、若しくは日高市の区域内に住所

を有しない方（市内に在勤、又は在学する方を除く。）の使用料

は、倍額となります。 

          ※令和４年度は、新型コロナ感染拡大防止のため、定期券の販売を 

           休止しています。 

 

   ☆健康診断に係る費用                     （単位 円） 

健  康  診  断  の  種  類 対    象 金   額 

人 間 ド ッ ク ２８歳以上の方 ３７，０００ 

人間ドック

オプション 

喀痰（かくたん）検査  

 

 

人間ドックオプション検査を

希望する方 

３，０００ 

 

婦人科

検査 

 

乳がん検査 ２，０００ 

子宮頸がん 

検査 
３，０００ 

腫瘍マーカー検査 ４，４００ 

胃がんリスク検査 ５，０００ 

市 民 健 康 診 断 

１６歳以上４０歳未満の市民

（職場等で受診機会がある方

は除く） 

１，３００ 

胃がん検診 

胃部エックス線 

検査 

１６歳以上３０歳未満の市民

（職場等で受診機会がある方 

 は除く） 

１，４００ 

胃内視鏡検査 
５０歳以上の市民で前年度に 

同検査を受診していない方 
３，０００ 

肝 炎 ウ イ ル ス 検 診 
４０歳以上の市民で過去に同

検査をしたことが無い方 
７００ 

前立腺がん検診 ５０歳以上の男性市民 １，０００ 
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(2) 成人健（検）診の受診状況 

健（検）診名 
令和４年度 

対象者（人） 

令和４年度 

受診者（人） 
受診率（％） 要精密検査（人） 

胃がん検診 

（30歳以上） 
５３，０７９ ３，６１６ ６．８１ ９８ 

（16 歳以上 30 歳未満） ９，３２０ ６ ０．０６ ０ 

子宮頸がん検診 ３３，９８５ ６，３３３ １８．６３     １３０ 

乳がん検診 ２８，８７７ ５，３０９ １８．３８ ３５９ 

肺がん・結核検診 ６２，３９９ １３，３０８ ２１．３３ ６７４ 

大腸がん検診 ５３，０７９ ９，７８８ １８．４４ ５８２ 

前立腺がん検診 １７，７８９ ２，５２９ １４．２２ ２４４ 

成人歯科検診 ８，１７６ ７２８ ８．９０ （要医療）５２８ 

骨粗しょう症検診 ３，１１２ ５２７ １６．９３ （要医療）１４８ 

市民健康診断    － ２８６ － － 

肝炎ウイルス検診（節目） － ２４ － ０ 

 （節目外） － ２９８ － （陽性）  ２ 

 

(3) 予防接種の受診状況                               

予 防 接 種 名 
令和４年度 

接種者（人） 

令和３年度 

接種者（人） 
増減（人） 備   考 

ヒブ（Ｈｉｂ） ２，８３２ ３，０６３ △２３１  

小児用肺炎球菌 ２，８２９ ３，０６１ △２３２ 
 

４種混合 ２，８３５ ３，１６３ △３２８  

二種混合 ７９８ ８６７ △６９ 
 

ＢＣＧ ７２０ ７６６ △４６  

水痘 １，４５７ １，４８７ △３０  

麻しん風しん混合 １，７０５ １，８１９ △１１４  

日本脳炎 ４，８２３ ２，３６３ ２，４６０  

ＨＰＶ（子宮頸がん） １，５０６ ３６２ １，１４４ 令和４年度より勧奨再開 

Ｂ型肝炎 ２，０４１ ２，２８９ △２４８  

ロタウイルス １，４５７ １，６３２ △１７５  

風しん追加対策 １５７ ２２５ △６８ 
平成３１年４月から令和 7 年 

３月３１日までの 6年間 

高齢者インフルエンザ ２１，８４２ ２０，７４０ １，１０２  

高齢者肺炎球菌 １，４０１ １，４２６ △２５  
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（4） 乳幼児健診の受診状況                    （令和４年度） 

健  診  名 対象者（人） 受診者（人） 受診率（％） 

３～４か月児健診 ７２１ ７０３ ９７．５ 

１歳６か月児健診 ８４６ ８１５ ９６．３ 

３ 歳 児 健 診 ８９６ ８８２ ９８．４ 

 

（5）トレーニング室の利用状況                  （令和４年度） 

利 用 形 態 利用延人数（人） 利用率（％） 

個人利用者 

７０歳以上 １９，６８４ ４７．７ 

６０歳代 ８，１３７ １９．７ 

５０歳代 ６，０４２ １４．６ 

４０歳代 ３，５９７ ８．７ 

３０歳代 １，６５８ ４．０ 

２０歳代 １，７９３ ４．３ 

１０歳代 ３７１ ０．９ 

小 計 ４１，２８２ １００．０ 

初回講習会 

参加者 

６５歳以上 ９６ １９．０ 

６５歳未満 ４０８ ８１．０ 

小 計 ５０４ １００．０ 

再講習会 

参加者 

６５歳以上 ２６ ３６．１ 

６５歳未満 ４６ ６３．９ 

小 計 ７２ １００．０ 

合 計 

（年 間 利 用 延 人 数） 

 

４１，８５８ 

 

 

 

84


